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インフラアセットマネジメントプラットフォームが
うみだす価値

1．はじめに
少子高齢化の時代において地域のイン

フラを効率的にマネジメントするために
は、様々な連携を通じて対象となるイン
フラの持つ価値をより大きくすることが
必要である。そのための一つの有用な方
策として、複数の組織により構成される
マネジメント組織（プラットフォーム）
を設立することがあげられる。アセット
マネジメントプラットフォーム設立を検
討するにあたっては、構築した枠組が市
民、自治体、民間企業などのステークホ
ルダーにとってどれだけの価値を持つ資
産であるのかを評価することが重要にな
る。アセットマネジメントプラット
フォームのもつ意味は大きく以下の2点
にまとめることができる。すなわち、統
一的なプラットフォームを構築すること
により新たな価値が生まれる場合と、こ
れまで個別に実施した事業を統一してよ
り効率的な実施が行える場合とである。

アセットマネジメントを推進するため
には、事業実施に必要な固定費用が存在
する。人件費など運営に関わる可変費用
が一定であれば、対象となるアセットが
増加すればアセット一つあたりの固定費
用は減少する。固定費用がある場合の事
業の実施には、その実施の規模が大きく
なればなるほど効率的に行えるという、
規模の経済性が働く。アセットマネジメ
ント実施主体がプラットフォームを形成
し、より効率的な運営を行えば、固定費
用が削減できる。

一方、アセットマネジメントに関わる
複数の組織がプラットフォームを形成す
ると、これまで一つの組織で行ってきた
マネジメントでは気づかなかったことの
新たな気づきがうまれたり、現場でこれ
までに蓄積されてきた実践知を見える化
してより高度な内容に整理しなおしたり
することができる。プラットフォーム形

成を通じて複数の組織が協働すれば、
1+1=2ではなく3以上の価値を生み出す
可能性がある。

本稿では、図1に示すような複数組織
により構成されるアセットマネジメント
プラットフォームを想定して、組織間の
連携がどのようなメリットをもたらすの
かについて述べることとする。

2．�プラットフォーム形成によ
る効率化

（1）統合化と費用削減
アセットマネジメントプラットフォー

ムの設立を通じて期待される効果として、
プラットフォームが管理する多くのア
セットをまとめて扱う（以降、プーリン
グと呼ぶ）ことにより、様々な費用節減
につながることがあげられよう。ここで
想定される費用には、取引費用と固定費
用の2種類がある。取引費用とは、複数
の組織が関わることに起因して発生する
費用のことであり、前節で述べたコミュ
ニケーション実現のための費用や、個別
に採用していた規格の統一化に要する費
用などが該当する。プラットフォームと
いう土台を通じたコミュニケーションが
行われない場合と比べると、プラット
フォームを通じたコミュニケーションは
こういった取引費用の節減に役立ちうる。

一方固定費用とは、組織が様々な活動
をする上で必要となる土台を整備するた
めに必要な費用であり、生産活動の規模
や程度に依存しない費用のことである。
複数組織の協業によりプラットフォーム
を設立し、組織間で重複する業務や共通
する作業を統合化することにより、プ
ラットフォームにおいて必要となる固定
費用は、旧来個別組織がそれぞれ要して
いた固定費用の合計よりも小さくなる。

（2）時間軸上における平準化
インフラは半永久的に継続すべき資産

であり、現世代は資産を将来世代に継承
する義務がある。現世代がもたらしたイ
ンフラの劣化は、現世代が修繕する責任
を持ち、それを将来世代に先送ることは
正当化できない。インフラのサービス水
準に変更がない限り、維持補修費の継続
的な支出により、インフラの資産価値は
会計上時間を通じて不変に保たれる。

アセットマネジメントの実施にあたっ
て、近い将来インフラの修繕・更新需要
が急増することが予想されており、イン
フラ更新需要のピークを平滑化すること
が求められている。したがって、インフ
ラの超過需要のピークを平滑化し、イン
フラ劣化・修繕過程を定常的な支出によ
り賄うことが重要である。そのためには、
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図1　想定するインフラアセットマネジメントプラットフォーム
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インフラの修繕に関する超過需要を解消
し定常的な修繕・劣化過程を実現するた
めの目標期間を設定する必要がある。

個別インフラを別々にライフサイクル
費用評価しては、複数のインフラの修繕
政策を協調させることにより獲得できる
メリットを享受できない。インフラの修
繕タイミングを互いにずらす戦略を採用
した場合においては、平均費用法を用い
て個別インフラの修繕政策を評価するこ
とにより、複数インフラ全体の管理費用
を最小化できる。一方、インフラの修繕
タイミングを集中化する政策を採用した
場合には、修繕政策の通時的協調を達成
できない。

（3）維持管理プロセスの標準化
インフラ資産のアセットマネジメント

に必要な様々な作業・プロセスの中には、
似通ったプロセスであるにも関わらず異
なる方法で行われていることがある。同
じような業務であっても担当する部署が
異なるためにそれぞれが独自の方法で
行っている例は少なくない。ましてや組
織自体が異なれば、各組織が取り組む作
業プロセスはそれぞれのやり方で行われ
ているであろう。

このような場合において、異なる組織・
部署で形成されるプラットフォームにお
いてプロセスに関する個別事例の情報を
共有化すれば、当該業務の効率化につな
がるだろう。手法が共有化された結果と
して、必ずしも全ての組織が完全に同一
の方法で業務を実施する必要はない。各
組織で蓄積されてきたノウハウのような
実践知が果たす役割は変わらず重要であ
る。それまで取り組んできたのとは違う
やり方に関する知識を得た上で、個別組
織に適したやり方を模索し続けることが
大切である。

そういった意味において、維持管理プ
ロセスの標準化は前節で述べた知識・ノ
ウハウの共有化と相互に関係する。個々
に蓄積されたノウハウをプラットフォー
ムに持ち寄って課題や特徴を共有化し、
個別組織の業務自体の効率化を図ること
となる。このような共有化と効率化のプ
ロセスは、個別組織における実践知の継
承にも有効であろう。プラットフォーム
においてプロセス効率化のための議論が

定期的に行われれば、それにあわせて個
別組織で蓄積した事例をとりまとめるこ
ととなる。その結果として、組織内にお
いてもノウハウが蓄積される。

（4）プロファイリング戦略の立案
多様なインフラを維持管理するために、

一つ一つの施設にそれぞれ異なる（各施
設のLCCを最小化する）補修戦略を適用
することは現実的ではない。特に、維持
管理業務に振り分けることのできる予算
が限られ、効率的なアセットマジメント
を実施する技術や技術者も不足している
地方自治体において、個別市節毎の評価
を前提としたアセットマネジメント戦略
の立案は難しい。

そこで、対象となるインフラ施設を特
性毎にいくつかにグループ化しグループ
毎に標準化された補修戦略を適用する、
プロファイリング戦略を採用することが
有力となる。個々の施設ではなく施設群

（グループ）を対象とした維持管理戦略
を立案すればよいので、特に地方自治体
における維持管理業務の効率化を図るこ
とができる。グループに分類された施設
毎に標準的な補修戦略を決めた上で、適
宜劣化過程を継続的に観察しながら極端
にグループ内の他の施設と劣化速度が異
なる施設があった場合には、個別対応を
とることになる。すなわち、統一的なマ
ネジメント方針の立案と、差別化された
個別グループへの戦略決定を同時に行う。

このようなプロファイリング戦略を立
案するためには、ある一定程度数の施設
群が必要となる。プラットフォームを通
じて複数組織に属する施設を統計的に評
価すれば、プラットフォームにおけるプ
ロファイリング戦略立案につなげること
ができる。プロファイリング戦略立案の
ため、プラットフォームに属するメン
バーが一堂に会して議論することが、前
節でとりあげた、知識・ノウハウの共有
化に資することはいうまでもなく、ス
テークホルダー間での協議の場としての
プラットフォームの役割を果たすことと
なる。

3．�プラットフォーム形成がう
みだす新たな価値

（1）知識・ノウハウの共有化

複数の組織がアセットマネジメントを
推進するために協業し、統一的に施設を
管理するプラットフォームが形成された
としよう。プラットフォームが形成され
る前には、個別の組織がそれぞれ個別に
蓄積してきた実践知に基づいてマネジメ
ントを実施している。各組織やそこに属
する技術者がこれまで蓄積した知識は組
織の運営のために必要不可欠なものであ
り、アセットマネジメントの実施にも大
きく役立ってきた。その一方で、担当し
ていた技術者の退職や異動に伴って貴重
な知識を継承することが難しくなるケー
スも少なくない。また、個別の組織にお
いて蓄積された知識やノウハウが、他の
組織が抱えている課題の解決に役立つこ
ともありうる。

アセットマネジメント運営を視野に入
れた複数組織によるプラットフォームが
形成されれば、これら個別の組織がかか
えている諸問題を解決したり、さらには
複数の実践知の組み合わせによりこれま
で以上にその蓄積された実践知が有効に
活用したりできることが期待される。す
なわち、これまで一つの組織で行ってき
たマネジメントでは気づかなかったこと
の新たな気づきがうまれたり、現場でこ
れまでに蓄積されてきた実践知を見える
化してより高度な内容に整理しなおした
りできるだろう。

このように、個別の組織に蓄積された
実践知をより有効に活用するために、ア
セットマネジメントを推進するプラット
フォームは役に立つ。また、協働による
マネジメントの効率化をより効果的に発
現させるためには、各組織が保有する
データの共有化、共通化が欠かせない。
単に蓄積されるだけで活用が難しくなる
といったことを防ぐために、どのデータ
をどの組織が入力・管理し、蓄積された
データをどの組織がどの場面で活用する
かを適切に管理運営することが重要とな
る。プラットフォーム形成や運営による
知識やノウハウの共有化を通じた効果を
適切に発現させるためには、あわせて適
切なデータマネジメントを実施すること
が欠かせない。

（2）付加価値の形成
いったん複数組織により構成されるプ
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ラットフォームが設立されると、そこで
はプラットフォーム運営のために様々な
コミュニケーションがおこなわれる。プ
ラットフォームの中で行われるコミュニ
ケーションにおいて、様々な課題が抽出
されたり、それらを解決するためのアイ
デアが出たりするなど、意図しない新し
い成果を生み出すことが期待される。た
とえば、参加する複数の自治体で共同発
注を行うことなどが想定されよう。この
ように、複数組織が協働して形成するプ
ラットフォームには、そこで行われるコ
ミュニケーションから新しいアイデアが
うまれるといった、新たな付加価値が形
成される可能性がある。このような、コ
ミュニケーションを通じて新たな付加価
値を生み出すためには、生産的な結果を
生み出すための仕掛けが必要であること
はいうまでもない。

さらに、プラットフォーム内部で生み
出された付加価値をより有効に活用する
ためには、その内容をプラットフォーム
の中のみではなく、他の組織において活
用することが考えられる。すなわち、プ
ラットフォーム内部において共有化した
ノウハウをプラットフォーム外の主体で
も活用してもらうことにより、プラット
フォームにとって新たな収益源とするこ
とができる。そのような活動をより効果
的に行うためには、プラットフォームに
蓄積された知識をプラットフォーム外に
波及させるための、コンサルティング機

能が備わっていることが望ましい。生み
出された新たな付加価値を内部だけにと
どめることなく最大限有効活用する工夫
が求められよう。

（3）	ステークホルダーによる協議の
場の設定

これまでに説明したようなプラット
フォームにより生み出される価値は、プ
ラットフォームに参画する組織間のコ
ミュニケーションがスムーズに行くこと
が必要不可欠である。特にプラット
フォームを設立してすぐの場面において
は、必ずしも全てのプラットフォーム参
加者が同じ目的を共有化しているとは限
らないだろう。プラットフォームを設立
することの意義は、必ずしも同じ利害関
係をもたない組織の間でプラットフォー
ムという土台を通じたコミュニケーショ
ンをとり、それぞれがもつ課題を協議す
ると共に、各組織がより望ましい戦略の
立案につなげるところにある。

ここで、プラットフォームに参画する
組織がすべて共通した目的をもつ訳では
ないことに注意したい。全ての組織が単
一組織になる合併とは異なり、ここで想
定するプラットフォームは、複数の組織
がそれぞれもっている課題や目的のうち、
協働することにより効果が発現されると
考えられる部分のみについて協働するこ
とになる。その結果、個別組織が設定す
る目的と、プラットフォームとして設定

する目的は完全には一致しない。プラッ
トフォームにおいて協議し、その結果得
られた成果をふまえて、各組織が持つ目
的に対してもより望ましい戦略を立案で
きるだろう。そのために、プラットフォー
ムにおいてアセットマネジメントに関わ
る組織が有機的に連携しすることが欠か
せない。

4．おわりに
少子高齢化の進展に伴って様々な効率

化を図る動きは避けて通れないが、その
一方で統合・連携により新たな価値が生
み出される可能性を持つ。アセットマネ
ジメント推進に関わる全ての関係者が知
恵を絞り、連携による価値を最大限発揮
できるような連携方策、組織運用などに
取 り 組 む こ と が 欠 か せ な い。 な お、
JAAMでは現在インフラ資産評価小委
員会（江尻良委員長）を立ち上げ、プラッ
トフォーム形成を通じたアセットマネジ
メントのあり方について検討しており、
その成果をとりまとめる電子書籍を執筆
中である。
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